
社 会 保 障 審 議 会

介 護 給 付 費 分 科 会
設置根拠
介護保険法により、社会保障審議会の権限に属せられた事務を行うため、社会保障審議会令に基づき設置

審議事項
①介護報酬（各介護保険サービスに係る介護給付費）
②介護保険サービスの事業運営基準（サービスの取扱いに関する部分）

介護事業経営調査委員会

目 的
介護報酬改定の基礎資料としている介護事業経営実態調査等につ
いて検討を行い、介護報酬改定に向けての議論へつなげていくことを目
的とし、設置

検討内容
介護報酬改定に必要な基礎資料を得るため、以下の調査に係る調査
設計及び集計、分析方法等について検討を行う。
①介護事業経営概況調査
②介護事業経営実態調査
③介護従事者処遇状況等調査

構 成
介護給付費分科会の学識経験者等で構成する。

介護報酬改定検証・研究委員会

目 的
介護報酬改定の効果の検証や、介護給付費分科会の審議報告におい
て検討が必要とされた事項に関する実態調査等を行うことを目的とし設置

検討内容
①介護報酬改定効果検証
介護報酬改定における個々の改定が企図した効果を挙げているかにつ
いて、実態調査を行った上で、検証及び分析を実施

②介護報酬改定調査研究
次期介護報酬改定に向けて調査・研究を進めることが必要であるとさ
れた事項について、必要な基礎資料を得るための調査設計や集計、分
析方法等について検討

構 成
介護給付費分科会委員及び学識経験者等で構成する。

介護報酬改定の検討について

介護報酬は、介護保険法上、厚生労働大臣があらかじめ社会保障審議会（介護給付費分科会）の

意見を聞いて定めることとされている。
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介護報酬改定の改定率について

令和８年７月15日 全国介護保険担当課長会議資料（老人保健課）
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令和８年７月15日 全国介護保険担当課長会議資料（老人保健課）
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令和７年度介護事業経営概況調査結果の概要（抜粋）
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令和８年７月15日 全国介護保険担当課長会議資料（老人保健課）
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令和７年度介護事業経営概況調査結果（各介護サービスにおける収支差率）

令和６年度改定前後の収支差率変動

サービス種別 変動

全サービス平均 0.0%

介護老人福祉施設 ＋0.1％

介護老人保健施設 +1.2%

訪問介護 ▲1.5%

訪問看護 ▲1.6%

通所介護 ▲0.3%

福祉用具貸与 ▲0.3%

居宅介護支援 0.0%

小規模多機能型居宅介護 +0.8%

認知症対応型共同生活介護 +0.4%

収支差率
介護サービスの収入額－介護サービスの支出額

介護サービスの収入額

介護サービスの収入額
  介護報酬による収入（利用者負担を含む）、  
保険外利用料収入、補助金収入の合計

介護保険サービスの支出額
  介護事業費用、借入費用、借入金利息及び
本部費繰入の合計額
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令和８年７月15日 全国介護保険担当課長会議資料（老人保健課）
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令和８年７月15日 全国介護保険担当課長会議資料（老人保健課）
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